事業実施概要書
１．申請書の概要
（１）全申請者 記入事項
	フリガナ

名称（屋号）
	
	法人設立
（予定）日
	年　　　月　　　日

	フリガナ

代表者名
	
	事業所等開設

（予定）日
	年　　　月　　　日

	業種
	
	従業員数
	名

	連絡先
	住所：〒

	
	電話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail：

	事業所等所在地（予定地）
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　同上
	（上記連絡先と
同じ場合〇印）

	補助事業メニュー
	A． 起業支援事業　　　　　　B． 経営革新支援事業

	補助金申請額
	円
※千円未満切り捨て
	総事業費
	円

	本事業実施に係る他団体からの補助
	有　　・　　無
	（有の場合）
	団 体 名：
補助金額：
	円


（２） 「A.起業支援事業」申請者のみ記入
	事業所等

契約内容
	種別：
	1． 賃貸借

2． 売買
	状況：
	1． 契約済

2． 契約予定（　　　年　　月　　日）


（３）全申請者 記載事項（該当する場合のみ）
	事業に要する許認可・免許等
	有　・　無
	（有の場合）
	許認可・免許等名称：
取得見込み時期：


（4） 全申請者記入事項（⑲都市計画課、⑰開発指導室で確認）
	ふるさと風景づくり条例※
	景観区域：
	1. 　重点風景地区
2. 　重点区域
3. 　一般区域
	条例による届出：
	1.　必要　（届出 済・未）
2.　不要

	土地利用条例に係る事項※
	基本区域
①～⑩のいずれか
	
	立地条件：
	１．立地可
２．特定開発事業対象
３．手続き不要


※「伊賀市ふるさと風景づくり条例」については⑲都市計画課、「伊賀市の適正な土地利用に関する条例」については⑰開発指導室（都市計画課内）で確認のうえご記載ください。
２．事業内容
	（１）事業に取り組む理由（市場の現状や地域の課題等から見た動機や経緯、など）


	（２）事業の具体的な内容
　　　①補助金を活用し行う事業について
　　　　　（例：ターゲット層の集客を上げるための内装工事、看板改修、地元広報紙PR）
　　　②自社サービス・商品等の強み（独自性や新規性）について
　　　③その他（地域資源の活用、など）


	（３）事業実施により期待できる効果（A.起業支援事業申請者のみ記載）
　　　①波及効果（地域や中心市街地の活性化・コンパクトシティの推進）について

　　　②周囲との連携や地域への貢献（雇用や新産業の創出、など）について



	（４）事業実施により期待できる効果（B.経営革新支援事業申請者のみ記載）
①実施する事業が以下のいずれに該当するか選択（複数選択可）

□省エネ化などのコスト削減　
□DX化などの業務改善　
□新たな収益獲得のための事業転換・新事業開始
②投資効果（本事業での取組が経営にどのような影響を与えるか）


	（５）その他・アピールポイントなど（自由記載）


３．収支予算書

	〈収入〉
	
	
	
	＜支出＞
	
	

	科　目
	予　算　額
	摘　　　要
	
	科　目
	予　算　額
	摘　　　要

	自己資金
	円
	
	
	改装・
改築費
	円
	

	借入金
	円
	
	
	備品費
	円
	

	補助金
	円
※千円未満切り捨て
	
	
	消耗品費
	円
	

	その他
	円
	
	
	広告
宣伝費
	円
	

	合　計
	円
	
	
	合　計
	円
	


４．補助事業スケジュール表
	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※必要に応じて枠を追加等してください。枠は１ヶ月ごとにしてください。
※事業の実施期間を上記へ「　　　　　　　　　　」で明示してください。

◎必ず令和8年３月３１日までに、工事・支払い・事業開始・実績報告提出を完了してください。

５．収支計画・事業の見通し

（１）事業実施翌年度から３年度間の計画

	項　目
	１年目
	２年目
	３年目

	①
	売上高
	円
	円
	円

	②
	売上原価
	円
	円
	円

	③
	売上総利益

（①－②）
	円
	円
	円

	④
	固定経費合計
	円
	円
	円

	固　　　　定　　　　経　　　　費
	人件費
	円
	円
	円

	
	賃借料
	円
	円
	円

	
	リース料
	円
	円
	円

	
	広告宣伝費
	円
	円
	円

	
	光熱水費
	円
	円
	円

	
	交際費
	円
	円
	円

	
	消耗品費
	円
	円
	円

	
	減価償却費
	円
	円
	円

	
	租税公課
	円
	円
	円

	
	保険料
	円
	円
	円

	
	支払利息
	円
	円
	円

	
	その他
	円
	円
	円

	⑤
	営業利益／所得

（③－④）
	円
	円
	円


※　別に損益計画に関する資料があれば、その添付をもってこれに代えることが出来る。
（２）売上高、売上原価、経費の算出根拠　
※特にB.経営革新支援事業については、投資（今回の事業）に対する効果の数的根拠を示すこと。
	


（２）上記以降の計画
	①事業の将来性・今後の目標・プランなど



６．その他
	


【参考様式】








